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令和6年度決算

01  施設及び業務概況に関する調

   項     　　　　　　  目  行 数　　　値 項     　　　　　　目 行 数        値

1．明    治 0 1 3490330 (1) (3) 料  金  改  定  年  数 0 1 0500 (35)

事  業  創 2．大    正 (36)

(1) 設  認  可 3．昭    和

年  月  日 4．平    成 (4) 現行料金実施 3．昭  和 5011001 (37)

5．令    和     年   月   日 4．平  成

1．明    治 3560701 (2) 5．令  和

供      用 2．大    正 金 (5) (ア)  家 庭 用
(注)

(38)

(2) 開      始 3．昭    和 (イ)  全    体 単位 (39)

年  月  日 4．平    成
0.1%

(40)

5．令    和

2. 法適用年月日 3．昭    和 3490330 (3)

4．平    成

5．令    和

   チ  ェ  ッ  ク  ( 1 + 2 ) 10,541,361 (4) (1) 損 益 勘 定  所 属 職 員 10 (41)

3. 管    理    者 設        置 (5)
7.   原  水  関  係  職  員 3 (42)

非   設   置 職 う   浄  水  関  係  職  員 7 (43)

(1) 行 政 区 域 内 現 在 人口(人) 84,408 (6) 員   配  水  関  係  職  員 (44)

(2) 計  画   給   水  人  口 (人) 20,660 (7) 数 ち   検     針    職     員 (45)

4. (3) 現  在   給   水  人  口 (人) 11,076 (8)   集     金    職     員 (46)

 チ  ェ ッ  ク  ((1)+(2)+(3)) 116,144 (9) 人 (2) 資 本 勘 定  所 属 職 員 (47)

01     表    流    水 計  ( (1) + (2) ) 10 (48)

(4) 種 02     ダ          ム (49)

施 水 03     伏    流    水 (10) (50)

04     地    下    水 (51)

源 類 05     受          水 (52)

06     そ    の    他 (53)

(11) 8. (1) ア  末    端 a 稼 働 中

(5)  水    利    権           　a 11,115 (12) 給     給水事業 b 建 設 中

(6)  導  水  管  延  長  (千m)  b 31.69 (13) 水 イ  用    水 c 稼 働 中 (54)

(7)  送  水  管  延  長  ( 〃)  c (14) 形     供給事業 d 建 設 中

設 (8)  配  水  管  延  長  ( 〃)  d (15) 態
(2) 簡       易

e 稼 働 中

(16)     水 道 事 業 f 建 設 中

(9)  浄  水  場  設  置  数     e 3 (17) (55)

(10) 配  水  池  設  置  数     f (18) (56)

(19) (1)    
当　然
全  部

チ    ェ    ッ    ク 14,287 (20) (2) 簡       易
条  例
全  部

(57)

5. (1)  配   水   能   力  11,115 (21)     水 道 事 業 条  例
財  務

業 (2)  一 日 最 大 配 水 量 ( 〃 ) 5,491 (22) 10. 01  単   一   料   金    制

(3)  年 間 総 配 水 量  1638.39 (23) 02  二   部   料   金    制

務 (4)  年 間 総 有 収 水 量 ( 〃 ) 1638.39 (24) 03  責   任   水   量    制 (58)

チ    ェ    ッ    ク 344,284 (25) 04  そ         の        他

(1) 01  用        途        別 11. 加       入       金(千円) (59)

02  口        径        別 (26)  導　水　管 (60)

6. 03  そ        の        他  送　水　管 (61)

(2) (ァ)  基  本  水  量  
税

1 (27)  配　水　管 (62)

料 (ィ)  基  本  料  金  ( 円 )
込
み 29 (28)  導　水　管 (63)

料 金 (ゥ)  超  過  料  金 29 (29)  送　水　管 (64)

(   口  径  １３mm (30)  配　水　管 (65)

  口  径  ２０mm (31) 01  自   治   体   職    員

  口  径  １３mm (32) 02  民　間　 企　業　出　身

)

  口  径  ２０mm (33) 03  学 術・研 究 機 関 出身  (66)

(34) 04  そ        の         他

3 (67)

2 (68)

5 (69)

(70)

(71)

(72)

( a ～ f )

((1)+(2)+(3)+(4))

料

金

体

系

末

端

給

水

家
庭
用

10m3／月

料
金
体
系

用
水
供
給

０１０ 水道事業

団 体 コ ー ド ３８８９３９

施 設 名 ００２ 用水供給事業

法適用企業法 適 ・ 非 適 １

事 業 区 分 １ 上水道事業のみ

経 営 主 体 ５ 一部事務組合営

黒・赤字別 ２ 経常損失を生じた事業（赤字）
水 源 区 分 ２

５

用 途 区 分

規  模  別 １２

４

原 価 区 分

団 体 名 津島水道企業団

愛媛県

ダムを主とするもの

給水原価96円以上（用水）

用水供給事業

0％、建設中の事業、用水供給事業

都 道 府 県 名

（
 
  
 
  

）

上

水

道

事

業

(
 
 
  
 
  
 
  
 
)

列
番
号

(
 
 
  
)

( m3 )

( m3 ／日)

(m3／日)

( 千m3 )

(円／m3)

１３８８９３９０１ ０１０
コ
ー
ド

１か月 1 0 m 3

当たり料金

１か月 2 0 m 3

当たり料金

9.

法

適

用

区

分

上水道事業

5 . (4 )年間総有収水量のうち、

簡 易 水 道 事 業 分
( 千m3 )

当年度
実質料金
改定率(％)

1.
事

業

開

始

年

月

日

小
数
点
第
二
位
ま
で
表
示

4.(6)～(8)導送配水
管延長のうち、法定
耐用年数を経過した
管路延長(千m)

4.(6)～(8)導送配水
管延長のうち、当該
年度に更新した管路
延長(千m)

小 

数 

点 

第 

二 

位 

ま 

で 

表 

示

12.

管

理

者

の

情

報

水道－11－２

表示単位に注意すること。

01行41列

の う ち

01行47列

の う ち

常 勤 職 員

会計年度任用職員（フルタイム ）

会計年度任用職員（パートタイム）

常 勤 職 員

会計年度任用職員（フルタイム ）

会計年度任用職員（パートタイム）
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令和6年度決算 20   損　益　計　算　書

列

項 目 行 金　　　　　　額 番 項   目    行 金　　額 　等

(千円) 号 (千円)

1. 総収益 (B)+(C)+(G)  (A) 0 1 191,361 (1) 5. 　 特   別　  利    益  　(G) 0 1 12,580 (48)

  (1)  営  業  収   益   (B) 140,167 (2) 　(1)　他   会   計   繰  入  金 (49)

ア　  給　  水　 収　 益 138,305 (3) 　(2)　固  定  資  産  売 却  益 (50)

うち簡易水道事業分 (4) 　(3)  そ　　　  　の　  　   他 12,580 (51)

(5) 6.   特    別    損    失    (H) 14,775 (52)

(6)   (1)  職　 員  　給 　 与　  費 14,469 (53)

(7) 　(2)  そ　　　 　 の　   　　他 306 (54)

(8) 7.     純 　利   益   (55)

   イ  受  託  工 事　収　益 (9) 8.　   純   損   失　(△) 55,616 (56)

   ウ (10) 9.     182,472 (57)

   エ (11) 10.    (58)

   オ そ の 他  営  業 収 益 1,862 (12) 11.    126,856 (59)

      (ア) 他 会 計 負 担 金 (13)

      (イ) そ     の      他 1,862 (14) (60)

  (2)  営 業  外 収  益   (C) 38,614 (15) (61)

   ア  受 取 利 息及び配当金 274 (16) (62)

   イ  受  託 工  事  収  益 (17) (63)

　 ウ  国   庫   補   助  金 (18) 3,675 (64)

   エ  都 道 府 県 補  助 金 (19) (65)

　 オ  他  会  計  補  助 金 395 (20) 3,675 (66)

(21) 01行64列 (67)

　 カ  長 期 前 受 金 戻 入 37,909 (22) の内訳 (68)

　 キ  資 本 費 繰 入 収 益 (23) (69)

 　ク  雑　　    収 　    益 36 (24) (70)

2. 総 費 用(E)+(F)+(H)   (D) 246,977 (25) (71)

  (1)  営   業  費　用 (E) 228,396 (26) (72)

ア 原 水 及 び 浄 水 費 53,284 (27) (73)

イ 配 水 及 び 給 水 費 (28) (74)

ウ 受　 託　 工　事　費 (29) 37,909 (75)

(30) うち 37,909 (76)

(31)

(32) 0 2 (1)

エ 業　　　務　　　費 (33) (2)

オ 総　　　係　　　費 63,695 (34)  他　会　計 　繰　入　金　合　計 395 (3)

カ 減　価　償　却　費 94,456 (35) 　 (1)　繰出基準に基づく繰 入 金 120 (4)

キ 資　産　減　耗　費 16,961 (36) 　 (2)　繰出基準以外 の 繰 入 金 275 (5)

ク その他 営 業 費 用 (37) 　   ア (6)

(38) 　　 イ 繰出基準の事由以外の繰入 275 (7)

(39) (8)

  (2)  営 業 外 費 用    (F) 3,806 (40) ・消費税及び地方消費税に関する調

　 ア　支　　払　　利　　息 3,777 (41) 収益的  税　　     抜　      き 191,361 (9)

　 イ　企 業 債 取 扱 諸 費 (42) 収　入  税　　     込　　    み 205,193 (10)

   ウ　受　 託　 工　事　費 (43) 収益的  税　   　  抜　      き 232,479 (11)

   エ　繰  延  勘 定  償 却 (44) 支　出  税　　     込    　　み 238,465 (12)

   オ その 他 営 業 外 費用 29 (45) 14,882 (13)

3.　  経　常　利　益 (46) (14)

4.　  経　常　損　失　(△) 53,421 (47) ・キャッシュ・フロー計算書に関する調

(1) 262,431 (15)

(2) △227,575 (16)

(3) 244,600 (17)

(4) (18)

(5) 279,456 (19)

(6)  資　 金　 期　 首　 残　 高 417,486 (20)

(7)  資　 金　 期　 末　 残　 高 696,942 (21)

15,999 (22)

15,999 (23)

01行22列 5,911 (24)

の内訳 (25)

(26)

(27)

(28)

(29)

(受 水 費 を 含 む)

(A)-(D)

０１０ 水道事業

団 体 コ ー ド ３８８９３９

法 適 ・ 非 適 １ 法適用企業

施 設 名 ００２ 用水供給事業

事 業 区 分 １ 上水道事業のみ

経 営 主 体 ５ 一部事務組合営

黒・赤字別 ２ 経常損失を生じた事業（赤字）

規 模 別 １２ 用水供給事業

用 途 区 分 ４ 0％、建設中の事業、用水供給事業

水 源 区 分 ２ ダムを主とするもの

原 価 区 分 ５ 給水原価96円以上（用水）

都道府県名

団 体 名

愛媛県

津島水道企業団

水道－11－３ １３８８９３９２０ ０１０
コ
ー
ド

「 02行 0 5列」のうち、国の補正予算等
に 基 づ く 事 業 に 係 る 繰 入

還  付  消  費   税   及  び
地 方 消 費 税 額

確  定  消  費   税   及  び
地 方 消 費 税 額

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金
( 又 は 前 年 度 繰 越 欠 損 金 )

そ の 他 未 処 分 利 益
剰 余 金 変 動 額

繰 出 基 準 に 基 づ く 事 由 に
係 る 上 乗 せ 繰 入

消費税及
び地方消
費税額

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金
(又は当年度未処理欠損金 )

業 務 活 動 に よ る
キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

投 資 活 動 に よ る
キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

財 務 活 動 に よ る
キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

資 金 の 増 加 額
( 又 は 減 少 額 )

｛ (B + C) - (E + F) ｝

収 益 的 支 出 に 充 て た 企 業 債

収益的支出に充てた他会計借入金

「 0 1 行 2 6 列 」 の う ち 、 退 職 給 付 費
（会計基準の見直し等に伴う経過措置分）

「 0 1 行 5 3 列 」 の う ち 、 退 職 給 付 費
（会計基準の見直し等に伴う経過措置分 ）

「 0 1 行 2 6 列 」 の う ち 、
各 種 引 当 金 繰 入 額 の 合 計

「01行26列」のうち、たな卸資産評価損

「 0 1行 5 4列」のうち、繰延資産償却

「 0 1行 5 1列」のうち、長期前受金戻入

「 0 1行 2 2列」のうち、上水道事業分

減価償却に伴い収益化したもの

国 庫 補 助 金

都 道 府 県 補 助 金

工 事 負 担 金

他 会 計 繰 入 金

寄 付

受 贈

そ の 他

退職給付引当金繰入額

特別修繕引当金繰入額

そ の 他 引 当 金 繰 入 額

賞 与 引 当 金 繰 入 額

修 繕 引 当 金 繰 入 額

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

資 金 に 係 る 換 算 差 額

「 0 1 行 5 4 列 」 の う ち 、 減 損 損 失 額

繰延運営権対価収益

運営権者更新投資収益
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令和6年度決算 21  費  用  構  成  表

列
   項                 目 行 金額(千円)等 番 項              目 行 金額(千円)等

号

1. (1) 基      本      給 0 1 32,066 (1)  2．(1)企　 業　 債　 利　息 0 1 (65)

職 (2) 手              当 14,981 (2)  3．減 　価 　償 　 却 　 費 (66)

員 (3) 報              酬 (3) 13． (67)

給 (4) 退  職  給  付  費 (4) 15．費　　 用　　 合　　　計 (68)

与 (5) 法  定  福  利  費 8,027 (5) 辺　　 地　　  債　　 分 (69)

費 (6)         計 55,074 (6) 過　　 疎　　　債　　 分 (70)

2.  支     払     利     息 3,777 (7) 資 本 費 平 準 化 債  分 (71)

内 (1) 3,777 (8) (72)

(2) (9) 災 害 復 旧 事 業 債  分 (73)

訳 (3) (10) (74)

3. 減   価   償    却   費 94,456 (11) (75)

4. 動        力         費 18,281 (12) 上　 水　 道　 事　  業　 分 3,777 (76)

5. 光　　 熱 　　水   　費 1,426 (13) 辺　　 地　　  債　　 分 (77)

6. 通　 信 　運 　搬  　費 897 (14) 過　　 疎　　　債　　 分 (78)

7. 修        繕         費 10,305 (15) 資 本 費 平 準 化 債  分 (79)

8. 材        料         費 442 (16) (80)

9. 薬        品         費 5,571 (17) 災 害 復 旧 事 業 債  分 (81)

10. 路　 面 　復　  旧　 費 (18) (82)

11. 委        託         料 4,963 (19) 0 2 13,410 (1)

(1)原 水 及 び 浄 水 費 2,995 (20) 1. 5,280 (2)

内 (2)配 水 及 び 給 水 費 (21) 13,376 (3)

(3)業　　　 務　　　 費 (22) 7,425 (4)

訳 (4)総　　　 係　　　 費 1,968 (23) 2,175 (5)

(5)そ　　　 の　　　 他 (24) 5,381 (6)

12. 負        担         金 11,317 (25) (7)

13. 受        水         費 (26) (8)

う ち 資 本 費 相 当 額 (27) (9)

14. そ        の         他 25,693 (28) (10)

15. 費    用     合      計 232,202 (29) 4,035 (11)

　　年 間 延 職 員 数(人) 120 (30) 2,077 (12)

年 度 末 職 員 数(人) 10 (31) 1,915 (13)

16. 基 　　　　本 　　　 給 32,066 (32) 24,870 (14)

給 内     給　　　　料 31,886 (33) 9,532 (15)

与   扶 　養 　手 　当 180 (34) 20,672 (16)

に 訳   地 　域 　手 　当 (35) 36 (17)

関 手 当 15,038 (36) 24 (18)

す 時 間 外 勤 務 手 当 410 (37) 60 (19)

る 内 特 殊 勤 務 手 当 (38) 3 (20)

調 訳 期 末 勤 勉 手 当 13,444 (39) 2 (21)

そ　　　の　　　他 1,184 (40) 5 (22)

　　報 酬 (41) 給 13,230 (23)

計 47,104 (42) 5,280 (24)

延      年      齢(歳) 560 (43) 基 料 13,376 (25)

延  経  験  年  数(年) 153 (44) 180 (26)

退 職 手 当  支 出 額 (45) 本 (27)

内 収 益 的 支 出 分 (46) (28)

資 本 的 支 出 分 (47) 給 (29)

訳 (48) (30)

支 給 対 象 人 員 数(人) (49) (31)

延  支 給  月　数(月) (50) 326 (32)

延  勤 続　年  数(年) (51) 84 (33)

18. 広   報   活   動    費 (52) (34)

給

与

す

る 393 (53) 手 (35)

に

関

調
(54) (36)

19. 受　 託　 工 　 事 　費 (55) (37)

20. 附　 帯　 事　  業　 費 (56) 6,401 (38)

21. (57) 1,993 (39)

22. 経　　 常　　 費　　 用 232,202 (58) 当 5,050 (40)

(59) そ 715 (41)

基 準 額 (60) の 104 (42)

実繰入額 (61) 他 365 (43)

(62) (44)

(63) 20,852 (45)

(64) 7,461 (46)

18,791 (47)

(48)

(49)

(50)

(51)

(52)

(53)

1. 受水費のある事業にあっては,受水費中の列27「うち資本費相当額」を記入すること。

なお，資本費相当額とは用水供給事業等の給水原価に占める資本費の割合を当該受水費に乗じて算出したものとする。

2. 委託料とは,浄水場等の施設運営委託,検針,料金徴収,庁舎清掃等の委託に要する経費の合計額を記入すること。

３８８９３９

1 法適用企業

団 体 コ ー ド

法 適 ・ 非 適

施 設 名 ００２ 用水供給事業

０１０ 水道事業

経 営 主 体 ５ 一部事務組合営

黒 ・ 赤 字 別 ２ 経常損失を生じた事業（赤字）

事 業 区 分 １ 上水道事業のみ 規 模 別 １２ 用水供給事業

用 途 区 分 ４ 0％、建設中の事業、用水供給事業

水 源 区 分 ２ ダムを主とするもの

原 価 区 分 ５ 給水原価96円以上（用水）

津島水道企業団団 体 名

愛媛県都道府県名

※

通勤

手当

は税

抜き

水道－11－４ １３８８９３９ ２１ ０１０
コ
ー
ド

企 業 債 利 息

一 時 借 入 金 利 息

他会計借入金等利息

※

通勤

手当

は税

抜き

企 業 債 利 息

一 時 借 入 金 利 息

他会計借入金等利息

17.

退

職

関

す

る

調

に

17.

(注)単位

0.001月

企業債利息に対して
繰 入 れ た も の

0 1 行 0 8 列
の う ち

償 却 原 価 法 に よ る 利 息

相当分を除いた企業債利息

職員一人当たり平均給与

退職手当平均支給月数

材料及び不用品売却原価

受 水 費 の う ち

資 本 費 相 当 額

う

ち

う
ち
簡
易
水
道
事
業
分

01

行

08

列

の

う

ち

公 営 企 業 施 設

等 整 理 債 分

公 営 企 業 施 設
等 整 理 債 分

0 1 行 0 8 列 の う ち 、 償 却 原 価 法 に よ る
利 息 相 当 分 を 除 い た 企 業 債 利 息

未 利 用 施 設 の 利 子 に

充 て る 企 業 債 分

未 利 用 施 設 の 利 子 に
充 て る 企 業 債 分

退 職 給 付 引 当 金

取 り く ず し 額

給

与

に

関

す

る

調

内

訳

基

本

給

手

当

報 

酬

(

再
掲)

法
定
福
利
費

職

員

給

与

費

う

ち

退

職

給

付

費

計

常 勤 職 員

会 計 年 度 任 用 職 員
（ フ ル タ イ ム ）

会 計 年 度 任 用 職 員
（ パ ー ト タ イ ム ）

会 計 年 度 任 用 職 員
（ パ ー ト タ イ ム ）

会 計 年 度 任 用 職 員
（ フ ル タ イ ム ）

会 計 年 度 任 用 職 員
（ パ ー ト タ イ ム ）

会 計 年 度 任 用 職 員
（ フ ル タ イ ム ）

会 計 年 度 任 用 職 員
（ パ ー ト タ イ ム ）

会 計 年 度 任 用 職 員
（ フ ル タ イ ム ）
会 計 年 度 任 用 職 員
（ パ ー ト タ イ ム ）

年

間

延

職
員
数(

人)

会 計 年 度 任 用 職 員
（ フ ル タ イ ム ）

会 計 年 度 任 用 職 員
（ フ ル タ イ ム ）
会 計 年 度 任 用 職 員
（ パ ー ト タ イ ム ）

会 計 年 度 任 用 職 員
（ パ ー ト タ イ ム ）

年

度

末

職
員
数(

人)

常 勤 職 員

会 計 年 度 任 用 職 員
（ フ ル タ イ ム ）

会 計 年 度 任 用 職 員
（ パ ー ト タ イ ム ）

扶

養

手

当

地

域

手

当

時

間

外

勤

務

手

当

特

殊

勤

務

手

当

期

末

勤

勉

手

当

(再掲)報酬

計
会 計 年 度 任 用 職 員
（ フ ル タ イ ム ）

会 計 年 度 任 用 職 員
（ パ ー ト タ イ ム ）

01行45列

の 内 訳

会 計 年 度 任 用 職 員
（ フ ル タ イ ム ）

会 計 年 度 任 用 職 員
（ パ ー ト タ イ ム ）

01行49列

の 内 訳

会 計 年 度 任 用 職 員
（ フ ル タ イ ム ）

会 計 年 度 任 用 職 員
（ パ ー ト タ イ ム ）

給

与

に

関

す

る

調

内

訳

会 計 年 度 任 用 職 員
（ パ ー ト タ イ ム ）

常 勤 職 員

会 計 年 度 任 用 職 員
（ フ ル タ イ ム ）

会 計 年 度 任 用 職 員
（ パ ー ト タ イ ム ）

常 勤 職 員

会 計 年 度 任 用 職 員
（ フ ル タ イ ム ）

会 計 年 度 任 用 職 員
（ パ ー ト タ イ ム ）

常 勤 職 員

会 計 年 度 任 用 職 員
（ フ ル タ イ ム ）

会 計 年 度 任 用 職 員
（ パ ー ト タ イ ム ）

常 勤 職 員

会 計 年 度 任 用 職 員
（ フ ル タ イ ム ）

会 計 年 度 任 用 職 員
（ パ ー ト タ イ ム ）

常 勤 職 員

会 計 年 度 任 用 職 員
（ フ ル タ イ ム ）

会 計 年 度 任 用 職 員
（ パ ー ト タ イ ム ）

常 勤 職 員

会 計 年 度 任 用 職 員
（ フ ル タ イ ム ）

会 計 年 度 任 用 職 員
（ パ ー ト タ イ ム ）

常 勤 職 員

会 計 年 度 任 用 職 員
（ フ ル タ イ ム ）
会 計 年 度 任 用 職 員
（ パ ー ト タ イ ム ）

常 勤 職 員

常 勤 職 員

常 勤 職 員

常 勤 職 員

常 勤 職 員

常 勤 職 員

常 勤 職 員

常 勤 職 員

01
行

65

列

の
う

ち

16.
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22  貸 借 対 照 表

列

   項     　　　　　　     目  行 金　　　額 番    項     　　　　　　     目  行 金　　　額
(千円） 号 (千円）

1.  固         定         資          産 0 1 2,614,913 (1) 9.     資     　　  　本  　　　　　　　金 0 1 1,224,337 (50)

(1) 有    形    固     定    資    産 2,250,021 (2)   ア                              　　 919,686 (51)

  ア   土                        地 259,211 (3)   イ (52)

  イ   償      却       資       産 3,873,631 (4) ウ 304,651 (53)

 う   ち   リ   ー   ス   資   産 (5) エ 　　　　　　　　　　　  　       (54)

ウ   減 価  償  却  累 計  額(△) 1,926,374 (6) 10.     剰     　　  　余  　　　　　　　金 361,365 (55)

 うちリース資産減価償却累計額(△) (7) (1)    資     本      剰      余　　 金 154,612 (56)

エ   建    設    仮     勘     定 43,553 (8)    ア    国     庫      補     助    金 (57)

オ   そ          の            他   イ     都   道   府  県  補   助   金 (58)

(2) 無    形    固     定    資    産 364,892 (9) ウ    工     事      負     担    金 57,927 (59)

(3) 投  資  そ  の  他   の   資   産 (10) エ    再   評    価    積    立   金 (60)

(11) オ    そ          の              他 96,685 (61)

(12) (2)    利     益      剰      余　　 金 206,753 (62)

(13)    ア    減     債      積     立    金 10,225 (63)

2. 流         動         資         産 795,358 (14)    イ    利     益      積     立    金 (64)

(1) 現    金    及     び    預    金 696,942 (15) ウ    建   設   改  良  積   立   金 69,672 (65)

(2) 未　収　金　及 び　未　収　収　益 98,416 (16) エ    そ   の    他    積    立   金 (66)

(3) 貸　　倒　　引　　当　　金　 (△) (17) 126,856 (67)

(4) 貯             蔵              品 (18) (68)

(5) 短    期    有     価    証    券 (19) (69)

3. 繰         延         資         産 (20) 55,616 (70)

4. 資         産         合         計 3,410,271 (21) 11. そ  の  他  有 価 証 券 評 価 差 額 (71)

5. 固         定         負         債 723,252 (22) 12. 資         本         合         計 1,585,702 (72)

(1) 703,000 (23) 13. 負    債   ・   資    本    合   計 3,410,271 (73)

(2) (24) 14. 不         良         債         務 (74)

(3) (25) 15. 実    質   資   金    不    足   額 (75)

(4) (26) 16. 　 資　　本　　 不　　足　　額　　(△) (76)

(5) (27) 17. 　 資本 不 足 額（繰延収益控除後）(△) (77)

(6) 20,252 (28) 経      常      利       益 (78)

(7) (29) 経     常     損     失(△) 53,421 (79)

(8) (30) 0 2 20,252 (1)

6. 流         動         負         債 314,578 (31) (2)

  (1) (32) (3)

  (2) (33) (4)

  (3) (34) 3,675 (5)

  (4) (35) (6)

  (5) 3,675 (36) (7)

  (6) (37) (8)

  (7) (38) ア (9)

  (8) 310,698 (39) (10)

  (9) (40) (11)

  (10) 205 (41) イ (12)

7. 繰         延         収         益 786,739 (42) (13)

  (1) 2,536,335 (43) (14)

  (2) 1,749,596 (44) ウ (15)

  (3) (45) エ (16)

  (4) (46) オ (17)

  (5) (47) (18)

  (6) (48) (19)

8. 負         債         合         計 1,824,569 (49) (20)

(21)

(22)

957,624 (23)

957,624 (24)

621,087 (25)

(26)

(27)

(28)

(29)

う

ち オ

う
ち

利 益 剰 余 金

再 掲

水道事業０１０

３８８９３９

１ 法適用企業

団 体 コ ー ド

法 適 ・ 非 適

水道－11－５

津島水道企業団団 体 名

愛媛県都道府県名

経 営 主 体 ５ 一部事務組合営

黒 ・ 赤 字 別 ２ 経常損失を生じた事業（赤字）

事 業 区 分 １ 上水道事業のみ 規  模  別 １２ 用水供給事業

用 途 区 分 ４ 0％、建設中の事業、用水供給事業

水 源 区 分 ２ ダムを主とするもの

原 価 区 分 ５ 給水原価96円以上（用水）

施 設 名 ００２ 用水供給事業

再 評 価 組 入 資 本 金

繰 入 資 本 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

当 年 度 純 利 益

当 年 度 純 損 失 (△)

(△)

１３８８９３９ ２２ ０１０
コ
ー
ド

退 職 給 付 引 当 金

賞 与 引 当 金

他 公 営 企 業 出 資 金

そ の 他 出 資 金

他 会 計 貸 付 金

そ の 他 貸 付 金

短 期 貸 付 金

うち
一 般 短 期 貸 付 金

他 会 計 貸 付 金

内訳

内訳

出 資 金

長 期 貸 付 金

基 金

当 年 度 未 処 分

組 入 資 本 金
(造     成     資     本     金)

固 有 資 本 金
(引     継     資     本     金)

0 1 行 1 0 列

の う ち

0 1 行 1 4 列

の う ち

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 長 期 借 入 金

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 長 期 借 入 金

修 繕 引 当 金

特 別 修 繕 引 当 金

そ の 他 引 当 金

そ の 他 の 企 業 債

そ の 他 の 長 期 借 入 金

引 当 金

リ ー ス 債 務

一 時 借 入 金

未 払 金 及 び 未 払 費 用

前 受 金 及 び 前 受 収 益

そ の 他

引 当 金

そ の 他

そ の 他 の 企 業 債

そ の 他 の 長 期 借 入 金

リ ー ス 債 務

再 建 債

長 期 前   受  金

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額 ( △ )

01行32列及び
3 3 列 の う ち

再 建 債

0 1 行 2 8 列

の 内 訳

退 職 給 付 引 当 金

特 別 修 繕 引 当 金

そ の 他 引 当 金

0 1 行 3 6 列

の 内 訳

投 資 有 価 証 券

前払退職手当組合負担金

地方債に関する省令附則第８条の３に係るリース債務
（ P F I 法 に 基 づ く 事 業 に 係 る 建 設 事 業 費 等 ）

国 庫 補 助 金

都 道 府 県 補 助 金

工 事 負 担 金

他 会 計 繰 入 金

寄 付

受 贈

そ の 他

0 1 行 4 3 列

の 内 訳

繰 延 運 営 権 対 価

繰延運営権対価収益化累計額(△)

運 営 権 者 更 新 投 資

運営権者更新投資収益化累計額(△)
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23  資本的収支に関する調

列

   項     　　　　　　目  行 金     額 番 　    項     　　　　目  行 金額(千円)等
(千円) 号

(1)  企        業         債 0 1 244,600 (1) チ   ェ    ッ   ク(1～8) 0 2 8,323,413 (1)

   ア 建設改良のための企業債 244,600 (2) 投     資     額(税込み) 318,397 (2)

   イ そ        の        他 (3) 国                費 (3)

(2)  他  会  計   出  資  金 (4) 都  道   府   県  費 (4)

資 (3)  他  会  計   負  担  金 (5) 市    町    村    費 56,728 (5)

(4)  他  会  計   借  入  金 (6) (12)

本 (5)  他  会  計   補  助  金 56,728 (7) 上  記 補 助 対 象 事 業 分 (13)

(6)  固 定 資 産 売 却 代 金 (8) の内訳 単  独   事   業  分 (14)

的 (7)  国   庫    補   助   金 (9) (15)

(8)  都 道  府  県  補 助 金 (10) 取  得  用  地  面  積  (㎡) (16)

収 (9)  工   事    負   担   金 (11) 上  記 (17)

(10) そ         の        他 (12) の内訳 単 独 事  業 分 (㎡) (18)

入 (11) 計    (1)～(10)     (a) 301,328 (13) (19)

(12) (14) 建設改良費の翌年度への繰越額 (20)

(13) (15) 上  記 補 助 対 象 事 業 分 (21)

(14) 純計 (a)-{(b)+(c)}  (d) 301,328 (16) の内訳 単  独   事   業  分 (22)

(1) 307,061 (17) 継 続 費  逓 次 繰 越 額 (23)

う  (18) 建 設  改  良  繰  越 額 (24)

ち  (19) 事 故  繰  越  繰  越 額 (25)

 (20) 事   業    繰    越   額 (26)

(21) 01行17列 (27)

 307,061 (22) の 内 訳 307,061 (28)

資 244,600 (23) 他  会  計  繰  入  金  合 計 56,728 (29)

企 内 244,600 (24) (30)

業 (25) 56,728 (31)

債 訳 (26) ア (32)

本  国   庫    補    助   金 (27) イ 56,728 (33)

 都  道  府  県 補  助 金 (28) (34)

 工   事    負    担   金 (29) (35)

 他  会   計   繰  入  金 (30) 基 準 額 (36)

的  そ        の          他 62,461 (31) 実繰入額 (37)

(2) (32) 基 準 額 (38)

う (33) 実繰入額 (39)

支 (34) (40)

ち (35) (41)

    ア  建設改良のための企業債 (36)
繰

入 基 準 額 (42)

    イ  そ        の        他 (37)
再

掲 実繰入額 (43)

出 (3) (38) (44)

(4) (39) (45)

(5) そ         の         他 (40) (46)

(6) 計     (1) ～ (5)    (e) 307,061 (41) (47)

差   引 (1)  差          　額 (42) (48)

 (d)-(e) (2) 不 足 額 (△)(f) 5,733 (43) (49)

(1) (44) (50)

(2) (45) (51)

補 (3) (46) (52)

塡 (4) (47) (53)

財 (5) (48) (54)

源 (6) (49) う (55)

(7) 5,733 (50) (56)

5,733 (51) (57)

(8) 計     (1) ～ (7)    (g) 5,733 (52) ち (58)

補塡財源不足額 (△)  (f) - (g) (53) (59)

当年度同意等債で未借入又は未発行の額 (54) (60)

1. 固      定      資     産 2,447,184 (55) (61)

2. 流      動      資     産 477,379 (56) う (62)

3. う   ち    未    収    金 59,893 (57) (63)

4. 資　　　    本　　　   金 1,224,337 (58) ち (64)

5. 剰          余         金 416,980 (59) (65)

6. 負  債 ・ 資  本   合  計 2,924,563 (60) (66)

7. 繰　　　延　　 収　　　益 773,077 (61) (67)

8. そ の 他 有価証券評価差額 (62) (68)

(69)

(70)

う ち 翌 年 度 へ 繰 越 さ れ る

支 出 の 財 源 充 当 額    ( b )

前 年 度 同 意 等 債 で

今 年 度 収 入 分      ( c )

01

行

17

列

の

内

訳

上   記   に   対   す  る    財   源

 と    し   て   の   企     業     債

上   記   に   対   す  る    財   源

 と    し   て   の   企     業     債

他     会     計     か     ら     の

 長   期   借   入   金   返   還   額

3.

補 助 対 象 事 業 費

単 独 事 業 費

建 設 利 息

他 会 計 へ の 支 出 金

企  業  債  償  還  金  

う ち 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税

資 本 的 収 支 調 整 額

期
首
資
産
等

状

況
調

行

政

投

資

実

績

調

財

源

内

訳

｢0 2 行 1 2 列｣の う ち 先 行 取 得 用 地 分

｢0 2行 1 6列｣のうち先行取得用地面積 (㎡ )

02

行

20

列

の

内

訳

繰 出 基 準 に 基 づ く 事 由 に

係 る 上 乗 せ 繰 入

補助対象事業分 (㎡ )

新増 設に関する もの

改 良 に 関 す る も の

｢0 1行 1 7列｣のうち用地取得費

( 1 ) 繰 出 基 準 に 基 づ く 繰 入 金

( 2 ) 繰 出 基 準 以 外 の 繰 入 金

繰出基準の事由以外の繰入

津島水道企業団団 体 名

愛媛県都道府県名

水道事業０１０

水道－11－６

｢
｣

建

設

改

良

費

の

財

源

内

訳

01

行

17

列

３８８９３９

１ 法適用企業

２

事 業 区 分 １ 上水道事業のみ

黒 ・ 赤 字 別 経常損失を生じた事業（赤字）

規  模  別 １２ 用水供給事業団 体 コ ー ド

法 適 ・ 非 適

施 設 名 ００２ 用水供給事業

経 営 主 体 ５ 一部事務組合営 用 途 区 分 ４ 0％、建設中の事業、用水供給事業

水 源 区 分 ２ ダムを主とするもの

原 価 区 分 ５ 給水原価96円以上（用水）

当 年 度 利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 利 益 剰 余 金 処 分 額

過年度分損益勘定留保資金 

当年度分損益勘定留保資金  

積 立 金 取 り く ず し 額   

繰 越 工 事 資 金 

そ の 他 

職 員 給 与 費

建 設 改 良 費

１３８８９３９２３ ０１０
コ
ー
ド

｢
｣

企業債償還に対して繰入

れ た も の

「21表60,61列」再掲

企 業 債 利 息 に 対 し て

繰 入 れ た も の

企業債元利償還金

に対して繰入れた

も の

民 間 資 金 に よ る 借 換 に か か る も の

う

ち

市 中 銀 行

市中銀行以外の金融機関

市 場 公 募 債

そ の 他

01行03列

の う ち

01行32列

の う ち

上 水 道 事 業 分

( 繰 上 償 還 分 除 く 。 ）

辺 地 債 分

過 疎 債 分

資 本 費 平 準 化 債 分

公営企業施設等整理債分

災 害 復 旧 事 業 債 分

簡 易 水 道 事 業 分

( 繰 上 償 還 分 除 く 。 ）

辺 地 債 分

過 疎 債 分

資 本 費 平 準 化 債 分

公営企業施設等整理債分

災 害 復 旧 事 業 債 分

政 府 資 金 に 係 る

繰 上 償 還 金 分

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 資 金

に 係 る 繰 上 償 還 金 分

そ の 他 資 金 に 係 る

繰 上 償 還 金 分

「 0 2 行 3 1 列 」 の う ち 、 国 の 補 正 予 算 等

に 基 づ く 事 業 に 係 る 繰 入

財 政 融 資 資 金
地 方 公 共 団 体

金 融 機 構 資 金

そ の 他

6.

5.

4.

2.

1.

借 換 に 係 る も の

資 本 費 平 準 化 債 に 係 る も の

簡
易
水
道

事

業

分

借 換 債 分

借 換 債 分借 換 債 分借 換 債 分

01行18列

の う ち

常 勤 職 員

会計年度任用職員（フルタイム）

会計年度任用職員（パートタイム）



[AGNHY506]

令和6年度決算 24  企 業 債 に 関 す る 調

列番号 (1) (2) (3) (4) (5) (6)

項　           　 　　目 行 起債前借 1.0%未満 1.0%以上2.0%未満 2.0%以上3.0%未満 3.0%以上4.0%未満 4.0%以上5.0%未満

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

1. 0 1 458,400 244,600

財政融資 0 2 284,000 244,600

郵便貯金 0 3

2. 簡易生命
保　　険

0 4

(2) 0 5 174,400

(3) 0 6

(4) 0 7

(5) 0 8

(6) 0 9

(7) 1 0

(8) 1 1

(9) 1 2

(7) (8) (9) (10) (11) (12) (13) (14) (15) (16)

項　           　 　　目 行 5.0%以上6.0%未満 6.0%以上7.0%未満 7.0%以上7.5%未満 7.5%以上8.0%未満 8.0%以上 合      計 合　計　の 　内　訳

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) 証書借入分  (千円) 証券発行分  (千円) (千円)

1. 0 1 703,000 703,000

財政融資 0 2 528,600 528,600

郵便貯金 0 3

2. 簡易生命
保　　険

0 4

(2) 0 5 174,400 174,400

(3) 0 6

(4) 0 7

(5) 0 8

(6) 0 9

(7) 1 0

(8) 1 1

(9) 1 2

(1) 政 府 資 金

水
道

－
11

－
７

地 方公 共団 体金 融機構

市 中 銀 行

市中銀行以外の金融機関

市 場 公 募 債

共 済 組 合

交 付 公 債

そ の 他

企 業 債 現 在 高

３８８９３９

１ 法適用企業

団 体 コ ー ド

法 適 ・ 非 適

事 業 区 分 １ 上水道事業のみ

黒 ・ 赤 字 別

経 営 主 体

水 源 区 分

５ 一部事務組合営

２ 経常損失を生じた事業（赤字） ２ ダムを主とするもの

原 価 区 分 ５ 給水原価96円以上（用水）

用 途 区 分

規 模 別 １２ 用水供給事業

４ 0％、建設中の事業、用水供給事業

団 体 名

都 道 府 県 名

０１０ 水道事業

津島水道企業団

愛媛県

００２ 用水供給事業施 設 名

内

訳

(1) 政 府 資 金

地 方公 共団 体金 融機構

市 中 銀 行

市中銀行以外の金融機関

市 場 公 募 債

共 済 組 合

交 付 公 債

そ の 他

内

訳

企 業 債 現 在 高

政 府 保 証 付 外 債

政 府 保 証 付 外 債

１３８８９３９２４
コ
ー
ド

０１０

「合計」のうち建設改良費等以外の
経費に対する企業債現在高

建設改良費及び準建設改良
費以外の経費に対する企業
債残高を資金別に記入する
こと。

企業債の償還に要する資金の全部又は

一部を一般会計等において負担する

ことを定めている場合、その金額



[AGNHY687]
令和6年度決算

25  職種別給与に関する調
　 　

列
   項     　　　　　　目  行 金額（千円)等 番 　 項     　　　　　　目  行 金額（千円)等 　 項     　　　　　　目  行 金額（千円)等 　 項     　　　　　　目  行 金額（千円)等

号

(人) 0 1 120 (1) 　 0 1 (44) 0 2 (26) 0 3 (1)

(人) 10 (2) 　 (45) (27) (2)

32,066 (3) 　 (46) (28) (3)

15,038 (4) 　 (歳) (47) (29) (4)

410 (5) 　 　 (年) (48) (2) (30) (4) (5)

(6) 　 　(人) 120 (49) (31) (6)

　
13,444 (7) 　 　(人) 10 (50) (32) (7)

1,184 (8) 　 32,066 (51) (33) (8)

(9) 　 15,038 (52) (34) (9)

47,104 (10)  　 410 (53) (35) (10)

(歳) 560 (11) 　 　 (54) (36) (11)

 (年) 153 (12) 　 13,444 (55) (37) (12)

(人) (13) 　 1,184 (56) 手 (38) 手 (13)

(人) (14) 　 (57) (39) (14)

(15) 47,104 (58) (40) (15)

(16) 　(歳) 560 (59) (41) (16)

(17) 　　 (年) 153 (60) (42) (17)

(18) 31,886 (61) 当 (43) 当 (18)

(19) 180 (62) (44) (19)

(20) (63) (45) (20)

(21) (46) (21)

(22) 0 2 36 (1) (47) (22)

　
　　 (歳) (23) 24 (2) (48) (23)

　 　　 (年) (24) 60 (3) (49) (24)

　 　　 (人) (25) 3 (4) (50) (25)

　 　　　　 (人) (26) (1) 2 (5) (51) 36 (26)

　 　　 (27) 5 (6) (52) 24 (27)

　 　　　 　　 (28) 13,410 (7) (53) 60 (28)

　
　　 (29) 5,280 (8) (54) 3 (29)

　 (30) 13,376 (9) (3) (55) (5) 2 (30)

　 　　 (31) 326 (10) (56) 5 (31)

　 　 　　 (32) 84 (11) (57) 13,410 (32)

(33) (12) (58) 5,280 (33)

　
　 　　

　　 (34) 手 (13) (59) 13,376 (34)

　　 (歳) (35) (14) (60) 326 (35)

　　 (年) (36) (15) (61) 84 (36)

　　　 (人) (37) 6,401 (16) (62) (37)

 (人) (38) 1,993 (17) 手 (63) 手 (38)

　 　 (39) 当 5,050 (18) (64) (39)

　 　 (40) 715 (19) (65) (40)

　
内

　 (41) 104 (20) (66) 6,401 (41)

　 (42) 365 (21) (67) 1,993 (42)

訳
　 (43) (22) 当 (68) 当 5,050 (43)

　 　 20,852 (23) (69) 715 (44)

　 　 7,461 (24) (70) 104 (45)

　 　 18,791 (25) (71) 365 (46)

　 　 (72) (47)

(73) 20,852 (48)

　
(74) 7,461 (49)

(75) 18,791 (50)

水道－11－８

団体コード ３８８９３９

法適用企業法適・非適 １

施 設 名 ００２ 用水供給事業

水道事業０１０

団 体 名 津島水道企業団

愛媛県都道府県名

１３８８９３９２５ ０１０
コ
ー
ド

２

事 業 区 分 １ 上水道事業のみ

黒 ・ 赤 字 別 経常損失を生じた事業（赤字）

規  模  別 １２ 用水供給事業

経 営 主 体 ５ 一部事務組合営 用 途 区 分 ４ 0％、建設中の事業、用水供給事業

水 源 区 分 ２ ダムを主とするもの

原 価 区 分 ５ 給水原価96円以上（用水）

年 間 延 職 員 数

年 度 末 職 員 数

基 本 給

手 当

内

訳

時 間 外 勤 務 手 当

特 殊 勤 務 手 当

期 末 勤 勉 手 当

そ の 他

計

延 年 齢

延 経 験 年 数

（1）

年 間 延 職 員 数

年 度 末 職 員 数

基 本 給

手 当

時 間 外 勤 務 手 当

特 殊 勤 務 手 当

期 末 勤 勉 手 当

そ の 他

計

延 年 齢

延 経 験 年 数

内

訳

（2）

(3)

年 間 延 職 員 数

年 度 末 職 員 数

基 本 給

手 当

時 間 外 勤 務 手 当

特 殊 勤 務 手 当

期 末 勤 勉 手 当

計

延 年 齢

延 経 験 年 数

年 間 延 職 員 数

年 度 末 職 員 数 

基 本 給

手 当

時 間 外 勤 務 手 当

特 殊 勤 務 手 当

期 末 勤 勉 手 当

(4)

そ

の

他

内

訳

事
務
職
員

集
金
・
検
針
員

技
術
職
員

(注)通勤手当は税込みで記入すること。

年 間 延 職 員 数

年 度 末 職 員 数

基 本 給

手 当

時 間 外 勤 務 手 当

特 殊 勤 務 手 当

期 末 勤 勉 手 当

そ の 他

計

延 年 齢

延 経 験 年 数

内

訳

そ

の

他

計

延 年 齢

延 経 験 年 数

(5)

(注)通勤手当は税込みで記入すること。

合

計

給 料

扶 養 手 当

地 域 手 当

(4) 内
訳

そ の 他

(注)通勤手当は税込みで記入すること。(注)通勤手当は税込みで記入すること。

報 酬

報 酬

そ の 他

報 酬

報 酬

報 酬

基

本

給

内

訳

51

列

(注)通勤手当は税込みで記入すること。(注)通勤手当は税込みで記入すること。

事

務

職

員

内

訳

常 勤 職 員

会 計 年 度 任 用 職 員
（ フ ル タ イ ム ）

常 勤 職 員

会 計 年 度 任 用 職 員
（ フ ル タ イ ム ）

会 計 年 度 任 用 職 員
（ パ ー ト タ イ ム ）

会 計 年 度 任 用 職 員
（ パ ー ト タ イ ム ）

常 勤 職 員

会 計 年 度 任 用 職 員
（ フ ル タ イ ム ）

会 計 年 度 任 用 職 員
（ パ ー ト タ イ ム ）

常 勤 職 員

会 計 年 度 任 用 職 員
（ フ ル タ イ ム ）

会 計 年 度 任 用 職 員
（ パ ー ト タ イ ム ）

常 勤 職 員

会 計 年 度 任 用 職 員
（ フ ル タ イ ム ）

会 計 年 度 任 用 職 員
（ パ ー ト タ イ ム ）

年

間

延

職

員

数(

人)

年

度

末

職

員

数(

人)

常 勤 職 員

会 計 年 度 任 用 職 員
（ フ ル タ イ ム ）

会 計 年 度 任 用 職 員
（ パ ー ト タ イ ム ）

基

本

給

時
間
外
勤
務
手
当

特
殊
勤
務
手
当

期
末
勤
勉
手
当

常 勤 職 員

会 計 年 度 任 用 職 員
（ フ ル タ イ ム ）

会 計 年 度 任 用 職 員
（ パ ー ト タ イ ム ）

そ

の

他

計

常 勤 職 員

会 計 年 度 任 用 職 員
（ フ ル タ イ ム ）

会 計 年 度 任 用 職 員
（ パ ー ト タ イ ム ）

(再 掲 )
報 酬

会 計 年 度 任 用 職 員
（ パ ー ト タ イ ム ）

技

術

職

員

内

訳

常 勤 職 員

会 計 年 度 任 用 職 員
（ フ ル タ イ ム ）

常 勤 職 員

会 計 年 度 任 用 職 員
（ フ ル タ イ ム ）

会 計 年 度 任 用 職 員
（ パ ー ト タ イ ム ）

会 計 年 度 任 用 職 員
（ パ ー ト タ イ ム ）

常 勤 職 員

会 計 年 度 任 用 職 員
（ フ ル タ イ ム ）

会 計 年 度 任 用 職 員
（ パ ー ト タ イ ム ）

常 勤 職 員

会 計 年 度 任 用 職 員
（ フ ル タ イ ム ）

会 計 年 度 任 用 職 員
（ パ ー ト タ イ ム ）

常 勤 職 員

会 計 年 度 任 用 職 員
（ フ ル タ イ ム ）

会 計 年 度 任 用 職 員
（ パ ー ト タ イ ム ）

年

間

延

職

員

数(

人)

年

度

末

職

員

数(

人)

常 勤 職 員

会 計 年 度 任 用 職 員
（ フ ル タ イ ム ）

会 計 年 度 任 用 職 員
（ パ ー ト タ イ ム ）

基

本

給

時
間
外
勤
務
手
当

特
殊
勤
務
手
当

期
末
勤
勉
手
当

常 勤 職 員

会 計 年 度 任 用 職 員
（ フ ル タ イ ム ）

会 計 年 度 任 用 職 員
（ パ ー ト タ イ ム ）

そ

の

他

計

常 勤 職 員

会 計 年 度 任 用 職 員
（ フ ル タ イ ム ）

会 計 年 度 任 用 職 員
（ パ ー ト タ イ ム ）

会 計 年 度 任 用 職 員
（ パ ー ト タ イ ム ）

(再 掲 )
報 酬

集

金

・

検

針

員

内

訳

常 勤 職 員

会 計 年 度 任 用 職 員
（ フ ル タ イ ム ）

常 勤 職 員

会 計 年 度 任 用 職 員
（ フ ル タ イ ム ）

会 計 年 度 任 用 職 員
（ パ ー ト タ イ ム ）

会 計 年 度 任 用 職 員
（ パ ー ト タ イ ム ）

常 勤 職 員

会 計 年 度 任 用 職 員
（ フ ル タ イ ム ）

会 計 年 度 任 用 職 員
（ パ ー ト タ イ ム ）

常 勤 職 員

会 計 年 度 任 用 職 員
（ フ ル タ イ ム ）

会 計 年 度 任 用 職 員
（ パ ー ト タ イ ム ）

常 勤 職 員

会 計 年 度 任 用 職 員
（ フ ル タ イ ム ）

会 計 年 度 任 用 職 員
（ パ ー ト タ イ ム ）

年

間

延

職

員

数(

人)

年

度

末

職

員

数(

人)
常 勤 職 員

会 計 年 度 任 用 職 員
（ フ ル タ イ ム ）

会 計 年 度 任 用 職 員
（ パ ー ト タ イ ム ）

基

本

給

時
間
外
勤
務
手
当

特
殊
勤
務
手
当

期
末
勤
勉
手
当

常 勤 職 員

会 計 年 度 任 用 職 員
（ フ ル タ イ ム ）

会 計 年 度 任 用 職 員
（ パ ー ト タ イ ム ）

そ

の

他

計

常 勤 職 員

会 計 年 度 任 用 職 員
（ フ ル タ イ ム ）

会 計 年 度 任 用 職 員
（ パ ー ト タ イ ム ）

会 計 年 度 任 用 職 員
（ パ ー ト タ イ ム ）

(再 掲 )
報 酬

そ

の

他

内

訳

常 勤 職 員

会 計 年 度 任 用 職 員
（ フ ル タ イ ム ）

常 勤 職 員

会 計 年 度 任 用 職 員
（ フ ル タ イ ム ）

会 計 年 度 任 用 職 員
（ パ ー ト タ イ ム ）

会 計 年 度 任 用 職 員
（ パ ー ト タ イ ム ）

常 勤 職 員

会 計 年 度 任 用 職 員
（ フ ル タ イ ム ）

会 計 年 度 任 用 職 員
（ パ ー ト タ イ ム ）

常 勤 職 員

会 計 年 度 任 用 職 員
（ フ ル タ イ ム ）

会 計 年 度 任 用 職 員
（ パ ー ト タ イ ム ）

常 勤 職 員

会 計 年 度 任 用 職 員
（ フ ル タ イ ム ）

会 計 年 度 任 用 職 員
（ パ ー ト タ イ ム ）

年

間

延

職

員

数(

人)

年

度

末

職

員

数(

人)

常 勤 職 員

会 計 年 度 任 用 職 員
（ フ ル タ イ ム ）

会 計 年 度 任 用 職 員
（ パ ー ト タ イ ム ）

基

本

給

時
間
外
勤
務
手
当

特
殊
勤
務
手
当

期
末
勤
勉
手
当

常 勤 職 員

会 計 年 度 任 用 職 員
（ フ ル タ イ ム ）

会 計 年 度 任 用 職 員
（ パ ー ト タ イ ム ）

そ

の

他

計

常 勤 職 員

会 計 年 度 任 用 職 員
（ フ ル タ イ ム ）

会 計 年 度 任 用 職 員
（ パ ー ト タ イ ム ）

会 計 年 度 任 用 職 員
（ パ ー ト タ イ ム ）

合

計

内

訳

常 勤 職 員

会 計 年 度 任 用 職 員
（ フ ル タ イ ム ）

常 勤 職 員

会 計 年 度 任 用 職 員
（ フ ル タ イ ム ）

会 計 年 度 任 用 職 員
（ パ ー ト タ イ ム ）

会 計 年 度 任 用 職 員
（ パ ー ト タ イ ム ）

常 勤 職 員

会 計 年 度 任 用 職 員
（ フ ル タ イ ム ）

会 計 年 度 任 用 職 員
（ パ ー ト タ イ ム ）

常 勤 職 員

会 計 年 度 任 用 職 員
（ フ ル タ イ ム ）

会 計 年 度 任 用 職 員
（ パ ー ト タ イ ム ）

常 勤 職 員

会 計 年 度 任 用 職 員
（ フ ル タ イ ム ）

会 計 年 度 任 用 職 員
（ パ ー ト タ イ ム ）

年

間

延

職

員

数(

人)

年

度

末

職

員

数(

人)

常 勤 職 員

会 計 年 度 任 用 職 員
（ フ ル タ イ ム ）

会 計 年 度 任 用 職 員
（ パ ー ト タ イ ム ）

基

本

給

時
間
外
勤
務
手
当

特
殊
勤
務
手
当

期
末
勤
勉
手
当

常 勤 職 員

会 計 年 度 任 用 職 員
（ フ ル タ イ ム ）

会 計 年 度 任 用 職 員
（ パ ー ト タ イ ム ）

そ

の

他

計

常 勤 職 員

会 計 年 度 任 用 職 員
（ フ ル タ イ ム ）

会 計 年 度 任 用 職 員
（ パ ー ト タ イ ム ）

会 計 年 度 任 用 職 員
（ パ ー ト タ イ ム ）

( 再 掲 )
報 酬

( 再 掲 )
報 酬



[AGNHY507]

令和6年度決算 30 施設及び業務概況に関する調(付表)

列
項   目 　行 数　　　　　値 番    項   目 　  行 数　　　　　値

号

1・  給　  水  　戸 　 数  (戸) 0 1 5,388 (1) 5. 0 1 (35)

(1) 取　水　能　力 11,115 (2)
給区
水域

給 水 区 域 面 積 (ha) 現　在 24,696 (36)

2. ① ダム以外の表流水 (〃) (3) 6. 計 画 年 間 給 水 量 4,057 (37)

内 ② ダムによるもの (〃) 10,400 (4) 7. (38)

能 ③ 伏　　流　　水 (〃) (5) 現在 2 (39)

④ 地　　下　　水 (〃) 715 (6) (40)

訳 ⑤ 受　　　　　水 (〃) (7)   チ ェ ッ ク     ( 5. + 6. + 7. ) 28,755 (41)

力 ⑥ その他 の水 源 (〃) (8) (42)

(9) (43)

(10)
8.
箇

上     水     道     の      数 1 (44)

(11)
所
数

簡   易   水   道     の     数 (45)

3. (1)  取 　水　  量 4,748 (12) 9. 独立行政法人水資源機構 元金 (46)

(13) 割賦負担償還額（千円） 利息 (47)

水 (2)  配　   水 　  量 (〃) 4,489 (14) (48)

(3)  有   収   水   量 (〃) 4,489 (15) (49)

内  ア　家　 庭　 用 (〃) (16) 10. (1)　 取　    水　    部　    門 (50)

量  イ　工 　場 　用 (〃) (17)
有
形

(2)　 導　    水    　部    　門 1,429,663 (51)

訳  ウ　そ 　の 　他 (〃) 4,489 (18)
固
定

(3)　 浄　    水　    部   　 門 820,358 (52)

(19)
資
産

(4)　 送   　 水    　部  　  門 (53)

(20)
額

(5)　 配   水   給  水   部 　門 (54)

(21)
千
円

(6)　 そ   の     他    部    門 (55)

(22)  　　 計　 　(1)  ～  (6) 2,250,021 (56)

(23) 11. 検 針 業 務 (%) (57)

(24) 給 水 工 事 業 務 (%) (58)

(25) 全部導入１

4.
(1)前 年 度 末 現 在 数 (個) (26) 施設設備管理の遠隔制御 一部導入２  (59)

(2)当 年 度 設  置  数 (〃) (27) 導入なし３

(3)当 年 度設 置総 額(千円) (28) 全部導入１

(4)当年度維持管理費    (〃) (29) 一部導入２  (60)

(5)当 年 度 末 現 在 数　(個) (30) 導入なし３

01行29列のうち職員の人件費 (千円) (31) 水 道 料 金 徴 収 に 全部導入１ 0 2

か か る 電 算 化 一部導入２  (1)

導入なし３

全部導入１

人 事 ・ 給 与 シ ス テ ム 一部導入２  (2)

(32) 導入なし３

全部導入１

財 務 会 計 シ ス テ ム 一部導入２  (3)

導入なし３

(33) 全部導入１

設 計 積 算 シ ス テ ム 一部導入２  (4)

(34) 導入なし３

BTO 方 式 １

Ｐ Ｆ Ｉ 方 式 BOT 方 式 ２  (5)

その他方式３

導入なし４

第 三 者 へ の 業 務 委 託 導入済 １  (6)

導入なし２

用 水 供 給 先 団 体 数

水道事業０１０

団 体 コ ー ド ３８８９３９

法 適 ・ 非 適 １ 法適用企業

施 設 名 ００２用水供給事業

事 業 区 分 １ 上水道事業のみ

経 営 主 体 ５ 一部事務組合営

黒 ・ 赤 字 別 ２ 経常損失を生じた事業（赤字）

規 模 別 １２用水供給事業

用 途 区 分 ４ 0％、建設中の事業、用水供給事業

水 源 区 分 ２ ダムを主とするもの

原 価 区 分 ５ 給水原価96円以上（用水）

水道－11－９

税
込
み

都 道 府 県 名

団 体 名

愛媛県

津島水道企業団

用団

水

供体
給
先数

（m3／日）

（m3／日）

（千m3）

(
 
 
  

)

１３ ８ ８ ９ ３ ９３０ ０１０
コ
ー
ド

消

火

栓

設

況

状

置

業

務

の

託

化

・

等

委

化

Ａ

Ｏ 施 設 設 備 管 理 の

テ レ メ ー タ

の 導 入



[AGNHY688]

令和6年度決算 40  繰入金に関する調

列
   項     　　　　　　　目 金　　　額 番 項     　　　　　　　　目 金　　　額

(千円) 号 (千円)

(1) 基 準 額 0 1 (1)     基 準 額 0 2 (1)

営 実繰入額 (2) 実繰入額 (2)

基 準 額 (3) 2.     基 準 額 (3)

業 実繰入額 (4) 実繰入額 (4)

1. 基 準 額 (5)     基 準 額 (5)

収     実繰入額 (6) 実繰入額 (6)

基 準 額 (7)     基 準 額 (7)

益     実繰入額 (8) 実繰入額 (8)

 基 準 額 120 (9)     基 準 額 (9)

    実繰入額 395 (10) 実繰入額 (10)

基 準 額 (11)     基 準 額 (11)

実繰入額 (12) 実繰入額 (12)

基 準 額 (13) 基 準 額 (13)

(2) 実繰入額 (14)     実繰入額 (14)

基 準 額 (15) 基 準 額 (15)

営 実繰入額 (16)     実繰入額 (16)

基 準 額 (17) 基 準 額 (17)

実繰入額 (18)     実繰入額 (18)

業     基 準 額 (19) 基 準 額 (19)

実繰入額 (20) 実繰入額 (20)

    基 準 額 (21)     基 準 額 (21)

外 実繰入額 (22) 実繰入額 (22)

    基 準 額 (23) 基 準 額 (23)

実繰入額 (24) 実繰入額 (24)

収     基 準 額 (25) 基 準 額 (25)

実繰入額 (26) 　 実繰入額 (26)

    基 準 額 (27) 基 準 額 (27)

益 実繰入額 (28) 　 実繰入額 (28)

    基 準 額 (29) 基 準 額 (29)

実繰入額 (30) 実繰入額 (30)

    基 準 額 (31) 基 準 額 (31)

実繰入額 (32) 実繰入額 (32)

    基 準 額 (33) 基 準 額 (33)

実繰入額 (34) 　 実繰入額 (34)

    基 準 額 (35) 基 準 額 (35)

実繰入額 (36) 　 実繰入額 (36)

(37) 基 準 額 (37)

 (38) 実繰入額 (38)

基 準 額 (39) 基 準 額 (39)

実繰入額 (40) 実繰入額 56,728 (40)

基 準 額 120 (41) 基 準 額 (41)

実繰入額 120 (42) 実繰入額 (42)

基 準 額 (43) 基 準 額 (43)

実繰入額 (44) 実繰入額 (44)

基 準 額 (45) 基 準 額 (45)

実繰入額 (46) 実繰入額 (46)

基 準 額 (47) 基 準 額 (47)

実繰入額 (48) 実繰入額 (48)

    基 準 額 (49) 基 準 額 120 (49)

実繰入額 (50) 実繰入額 57,123 (50)

基 準 額 (51) 4. 営収 他会計負担金 (51)

実繰入額 275 (52) 業益 (52)

基 準 額 (53) 他会計補助金 275 (53)

実繰入額 (54) (54)

(3) (55) 他会計繰入金 (55)

実繰入額 (56) 他会計出資金 (56)

2. 基 準 額 (57) 他会計負担金 (57)

実繰入額 56,728 (58) 他会計補助金 56,728 (58)

    基 準 額 (59)       合        計 57,003 (59)

実繰入額 (60)  繰出基準等に基づくもの (60)

    基 準 額 (61)  そ      の       他 (61)

実繰入額 (62)  繰出基準等に基づくもの (62)

    基 準 額 (63)  そ      の       他 (63)

実繰入額 (64) 7. 基   準   外   繰   入   合   計 57,003 (64)

    基 準 額 (65) 01行27列のうち補正予算債分 (65)

実繰入額 (66) 01行28列のうち補正予算債分 (66)

02行23列のうち補正予算債分 (67)

02行24列のうち補正予算債分 (68)

ア

(ア)

(イ)

(ウ)

(エ)

(オ)

(カ)

行 行

都 道 府 県 名

団 体 名

愛媛県

津島水道企業団

１３８８９３９ ４０ ０１０
コ
ー
ド

統 合 水 道 （ 後 ）
（ 支 払 利 息 分 ）

高 料 金 対 策

水 源 開 発 対 策

（ 建 設 仮 勘 定

支払利息分）
広 域 化 対 策

（ 建 設 仮 勘 定

支払利息分）

統 合 水 道

（支払利息分）

他 会 計 補 助 金

水道－11－10

水道事業０１０

ア

(ア)

(イ)

他 会 計 負 担 金

消 火 栓

維 持 管 理 費

公共施設におけ

る無償給水に要

す る 経 費

そ の 他

(キ)

(ク)

損

益

勘

定

繰

入

金

水 道 広 域 化 施 設

（ 建 設 仮 勘 定

元 金 分 ）

水 道 広 域 化 施 設

（ 建 設 仮 勘 定

支払利息分）

キ資

本

勘

定

繰

入

金

水 源 開 発 対 策

（ 建 設 仮 勘 定 以 外

支 払 利 息 分 ）

水 道 広 域 化 対 策

（ 建 設 仮 勘 定 以 外

支 払 利 息 分 ）

(コ)

(サ)

(ケ)

(シ)

カ

ケ

(ウ)

団体コード ３８８９３９

法 適 ・ 非 適 １ 法適用企業

施 設 名 ００２ 用水供給事業

事 業 区 分 １ 上水道事業のみ

経 営 主 体 ５ 一部事務組合営

黒・赤字別 ２ 経常損失を生じた事業（赤字）

規 模 別 １２用水供給事業

用 途 区 分 ４ 0％、建設中の事業、用水供給事業

水 源 区 分 ２ ダムを主とするもの

原 価 区 分 ５ 給水原価96円以上（用水）

オ

サ
安 全 対 策

（水質安全対策）

シ

水 道 水 源 開 発

（建設仮勘定以外

元 金 償 還 分 ）

ス

水 道 広 域 化 施 設

（建設仮勘定以外

元 金 償 還 分 ）

セ
統 合 水 道
（ 元 金 償 還 分 )

ソ

タ

チ

ト

ネ そ の 他

( 2 ) 他 会 計 負 担 金

ア 消 火 栓 設 置 費

イ
公 共 水 道

施 設 設 置 費

ウ そ の 他

繰 入 金 計

収

益

勘

定

繰

入

金

利 特

益 別 資

本

勘

定

繰

入
金

5. 収益勘定

   他 会 計

   借 入 金

6. 資本勘定

   他 会 計

   借 入 金

(02行)  (59)+(61)+(63)

簡 易 水 道

高 料 金 対 策

(セ)

基礎年金拠出金

公 的 負 担

経 費

(ソ)

(タ)

(ト) そ の 他

ア 他会計繰入金

( 1) 他会計出資金・補助金

ア
水 道 水 源 開 発

（当年度支出分）

イ
水 道 広 域 化 施 設

（当年度支出分）

ウ

水 道 水 源 施 設

（ 建 設 仮 勘 定

元 金 分 ）

エ

水 道 水 源 施 設

（ 建 設 仮 勘 定

支 払 利 息 分 ）

資

本

勘

定

繰

入

金

(ス)
簡 易 水 道 事 業 の

統合に要する経費

3.

特利

別益

テ

ク

統 合 水 道 （ 後 ）

（ 元 金 償 還 分 ）

8.

(テ) 災 害 復 旧 費

ヌ 災 害 復 旧 費

臨時財政特例債等の償

還 に 要 す る 経 費

（ 元 金 分 ）

に 要 す る 経 費

（ 臨 時 措 置 分 ）

に 要 す る 経 費

（ 通 常 分 ）

簡易水道未普及解消

簡易水道の建設改良

簡易水道の建設改良

緊 急 対 策

簡易水道の建設改良

に 要 す る 経 費

（ 臨 時 措 置 分 ）

簡易水道の建設改良

に 要 す る 経 費

（ 通 常 分 ）

簡易水道未普及解消

緊 急 対 策

臨時財政特例債等の

（ 支 払 利 息 分 ）

償還に要する経費

用 に 要 す る 経 費

地方公営企業法の適

児 童 手 当 に
要 す る 経 費

児 童 手 当 に
要 す る 経 費

(ツ)

ツ
地 方 公 営 企 業 法 の
適 用 に 要 す る 経 費

実
繰
入
額
が
基
準
額
を
超
え
る
部
分
及

び
繰
出
基
準
の
事
由
以
外
の
実
繰
入
額

水 道 広 域 化 推 進

未 普 及 地 域 解 消

ナ

営

業

外
益

収

コ

災 害 対 策

（土砂・浸水災害
対 策 含 む ）

(チ)

新型コロナウイルス感

染症に係る減収対策の

ために発行する資金手

当債の利子負担の軽減

に 要 す る 経 費

(ナ)

ニ

公共施設等運営権

方 式 の 導 入 に

要 す る 経 費

公 営 企 業 の

脱炭素化の取組

に 要 す る 経 費

公 共施設 等運 営権
方 式 の 導 入 に
要 す る 経 費

公 営 企 業 の

脱 炭 素 化 の 取 組

に 要 す る 経 費
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令和6年度決算 45　企業債年度別償還状況調

列番号 (1) (2) (3) (4) (5) (6)

年　　　度 償　　還 政　　     　府　      　　資　      　　金 地方公共団体金融機構 市中銀行 市中銀行以外の金融機関

予 定 額 財政融資 (千円) 郵便貯金 (千円) 簡易生命保険(千円)  (千円)  (千円)  (千円)
令和7年度 元  　金 0 1

利　  子 0 2 6,228 1,221
令和8年度 元  　金 0 3

利　  子 0 4 6,470 1,221
令和9年度 元  　金 0 5 8,434

利　  子 0 6 6,470 1,221
令和10年度 元  　金 0 7 13,602 16,956

利　  子 0 8 6,470 1,132
令和11年度 元  　金 0 9 27,389 17,075

利　  子 1 0 6,286 1,013
令和12年度 元  　金 1 1 50,379 17,194

利　  子 1 2 5,948 893
令和13年度 元  　金 1 3 50,994 17,315

利　  子 1 4 5,333 773
令和14年度 元  　金 1 5 51,617 17,436

利　  子 1 6 4,711 652
令和15年度 元  　金 1 7 52,248 17,559

利　  子 1 8 3,440 529
令和16年度 元  　金 1 9 52,887 17,682

利　  子 2 0 2,793 406
令和17年度 元  　金 2 1 229,484 44,749
以　　　降 利　  子 2 2 4,720 471

起債前借額 2 3
合計（元金計＋起債前借額） 2 4 528,600 174,400

(7) (8) (9) (10) (11) (12) (13) (14) (15) (16)

水道事業（法適用）のうち

年　　　度 償　　還 市場公募債 共済組合 政府保証付外債 交付公債 その他 合計 簡易水道事業分

予 定 額  (千円)  (千円)  (千円)  (千円)  (千円)  (千円)  (千円)
令和7年度 元  　金 0 1

利　  子 0 2 7,449
令和8年度 元  　金 0 3

利　  子 0 4 7,691
令和9年度 元  　金 0 5 8,434

利　  子 0 6 7,691
令和10年度 元  　金 0 7 30,558

利　  子 0 8 7,602
令和11年度 元  　金 0 9 44,464

利　  子 1 0 7,299
令和12年度 元  　金 1 1 67,573

利　  子 1 2 6,841
令和13年度 元  　金 1 3 68,309

利　  子 1 4 6,106
令和14年度 元  　金 1 5 69,053

利　  子 1 6 5,363
令和15年度 元  　金 1 7 69,807

利　  子 1 8 3,969
令和16年度 元  　金 1 9 70,569

利　  子 2 0 3,199
令和17年度 元  　金 2 1 274,233
以　　　降 利　  子 2 2 5,191

起債前借額 2 3
合計（元金計＋起債前借額） 2 4 703,000

３８８９３９

１ 法適用企業

団 体 コ ー ド

法 適 ・ 非 適

事 業 区 分 １ 上水道事業のみ

黒 ・ 赤 字 別

経 営 主 体

水 源 区 分

５ 一部事務組合営

２ 経常損失を生じた事業（赤字） ２ ダムを主とするもの

原 価 区 分 ５ 給水原価96円以上（用水）

用 途 区 分

規 模 別 １２ 用水供給事業

４ 0％、建設中の事業、用水供給事業

０１０ 水道事業

行

行

００２ 用水供給事業施 設 名

団 体 名

都 道 府 県 名

津島水道企業団

愛媛県

コ
ー
ド

３８８９３９ ４５ ０１０１

水
道

－
11
－

11

・「元金合計+起債前借額」は資金別にそれぞれ
24表「企業債に関する調」の現在高と一致する
こと

定額には含めないこと
を一括して23行に記入し、各年度の元金償還予
・起債前借額は決算日又は出納閉鎖日現在の額


